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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第104期

中間連結会計期間
第105期

中間連結会計期間
第104期

会計期間

自2023年
４月１日
至2023年
９月30日

自2024年
４月１日
至2024年
９月30日

自2023年
４月１日
至2024年
３月31日

売上高 （百万円） 14,943 16,696 29,494

経常利益 （百万円） 1,097 2,709 1,917

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（百万円） 299 3,261 1,194

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 789 3,239 2,028

純資産額 （百万円） 30,454 34,614 31,618

総資産額 （百万円） 65,410 69,606 66,505

１株当たり中間（当期）純

利益金額
（円） 11.96 129.89 47.64

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.6 49.7 47.5

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 477 5,738 516

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △2,135 △368 △4,446

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △4,427 47 △3,602

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
（百万円） 15,239 18,950 13,980

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。
 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。
 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。
 

（１）経営成績の分析

　当中間連結会計期間における当社グループの業績は、外航海運事業におけるハンディ船市況の上

昇や為替の影響等により、売上高は前年同期比1,752百万円増収（＋11.7％）の16,696百万円、営

業利益は前年同期比1,972百万円増益（＋231.3％）の2,824百万円、経常利益は前年同期比1,611百

万円増益（＋146.9％）の2,709百万円、親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比2,961百万

円増益（＋987.7％）の3,261百万円となりました。
 

　当社グループのセグメント別の業績は以下のとおりであります。

①外航海運事業（ロジスティクス）

　外航海運事業におけるハンディ船市況は、中東情勢の緊迫化やそれに伴う紅海航路の回避等が市

況を押し上げることとなり、前年度に比して堅調な市況が続く結果となりました。

　なお、当中間連結会計期間における当社グループの平均為替レートは￥153.70/対US＄（前年同

期は￥138.85）となりました。

　このような状況下、当社グループの外航海運事業におきましては、売上高は前年同期比1,948百

万円増収（＋18.3％）の12,623百万円、セグメント利益は前年同期比2,138百万円増益の2,098百万

円となりました。

②倉庫・運送事業（ロジスティクス）

　物流業界におきましては、貨物保管残高は前年同期を下回る水準で推移し、貨物取扱量は前年同

期と概ね同水準で推移いたしました。

　このような状況下、当社グループの倉庫・運送事業におきましては、文書保管の取扱高の増加が

あった一方で、連結子会社の引越業における取扱高が減少したことにより、売上高は前年同期比63

百万円減収（△3.2％）の1,910百万円、セグメント利益は前年同期比42百万円増益（＋39.7％）の

148百万円となりました。

③不動産事業

　都心部の賃貸オフィスビル市況は、大型オフィスの供給の影響がある一方で、企業の本社移転や

出社回帰の流れによる館内増床の動きがあることから、平均空室率は低下傾向が見られます。ま

た、東京23区の賃貸マンション市況については引き続き堅調に推移しております。

　当社グループが賃貸物件を所有する月島・勝どきエリアは都心へのアクセスが良く、大型都市開

発が続いていることもあり、市況は好調に推移しております。

　このような状況下、当社グループの不動産事業におきましては、中期経営計画に掲げるプラザ勝

どき（1987年12月竣工）の再開発計画に伴い、プラザ勝どきの立ち退き移転の推進により稼働率が

減少してきていることから、売上高は前年同期比132百万円減収（△5.8％）の2,162百万円、セグ

メント利益は前年同期比208百万円減益（△16.3％）の1,072百万円となりました。
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（２）財政状態の分析

　当中間連結会計期間末における総資産は、現金及び預金の増加等により前連結会計年度末比

3,101百万円増の69,606百万円となりました。負債は、未払法人税等の増加等により前連結会計年

度末比105百万円増の34,992百万円となりました。純資産は、利益剰余金の増加等により前連結会

計年度末比2,996百万円増の34,614百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は47.5％から49.7％になりました。
 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して4,970百万

円増加し、18,950百万円となりました。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における営業活動の結果として獲得した資金は、5,738百万円（前年同期は
477百万円の資金の獲得）となりました。これは主として、税金等調整前中間純利益3,729百万円、
減価償却費1,566百万円等によるものです。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における投資活動の結果として使用した資金は、368百万円（前年同期比
82.7％減）となりました。これは主として、固定資産の取得による支出1,386百万円、固定資産の
売却による収入1,054百万円等によるものです。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における財務活動の結果として獲得した資金は、47百万円（前年同期は
4,427百万円の資金の使用）となりました。これは主として、長期借入れによる収入5,307百万円、
長期借入金の返済による支出4,973百万円、配当金の支払額283百万円等によるものです。

 

（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定
前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更は
ありません。

 

（５）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な
変更はありません。

 

（６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題
当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題につ

いて重要な変更はありません。
 

（７）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
当中間連結会計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する

基本方針について重要な変更はありません。
 

（８）研究開発活動
該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数
（株）
　　　（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,072,960 26,072,960
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 26,072,960 26,072,960 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 26,072,960 － 2,767 － 2,238
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（５）【大株主の状況】
  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イ

ンターシティＡＩＲ
2,641 10.51

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番４号 1,026 4.08

松岡冷蔵株式会社 東京都港区港南５丁目３－２３ 962 3.83

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 848 3.37

みずほ信託銀行株式会社

(常任代理人：株式会社日本カストディ

銀行)

東京都千代田区丸の内１丁目３－３

(常任代理人住所：東京都中央区晴海１

丁目８－１２)

501 2.00

尾道造船株式会社 兵庫県神戸市中央区江戸町１０４ 473 1.88

乾光海運株式会社
兵庫県神戸市中央区海岸通８　神港ビル

５Ｆ
470 1.87

乾　民治 東京都中央区 452 1.80

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－１２ 407 1.62

乾　隆志 東京都目黒区 394 1.57

計 － 8,179 32.55

（注）１．当社は自己株式940,482株を所有しておりますが、上記大株主から除外しております。

２．2023年７月24日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社みずほ銀行及びその共同保

有者であるみずほ証券 株式会社、みずほ信託銀行株式会社、アセットマネジメントOne株式会社が2023年７月

14日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、株式会社みずほ銀行及びみずほ信

託銀行株式会社を除き、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、

上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。
 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 212 0.81

みずほ証券 株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 113 0.43

みずほ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 501 1.92

アセットマネジメントOne株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目8番2号 500 1.92

合計 － 1,327 5.09
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数100株
普通株式 940,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,991,000 249,910 同上

単元未満株式 普通株式 141,560 － －

発行済株式総数  26,072,960 － －

総株主の議決権  － 249,910 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が700株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれております。

　　　２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が82株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

乾汽船株式会社

東京都中央区勝どき　　　

１－13－６
940,400 － 940,400 3.61

計 － 940,400 － 940,400 3.61

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「海運企業財務諸表準則」（1954年運輸省告示第431号）及び「連結

財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸

表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連

結財務諸表規則第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。
 

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日

から2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期

中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
     （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 14,943 16,696

売上原価 13,305 13,108

売上総利益 1,638 3,588

販売費及び一般管理費 ※ 786 ※ 763

営業利益 852 2,824

営業外収益   

受取利息 144 150

受取配当金 55 64

為替差益 238 －

その他 14 21

営業外収益合計 453 235

営業外費用   

支払利息 186 192

為替差損 － 89

その他 22 70

営業外費用合計 208 351

経常利益 1,097 2,709

特別利益   

固定資産売却益 1 1,020

特別利益合計 1 1,020

特別損失   

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前中間純利益 1,098 3,729

法人税、住民税及び事業税 733 462

法人税等調整額 65 4

法人税等合計 798 467

中間純利益 299 3,261

親会社株主に帰属する中間純利益 299 3,261
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【中間連結包括利益計算書】
  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 299 3,261

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 452 92

繰延ヘッジ損益 37 △114

その他の包括利益合計 489 △21

中間包括利益 789 3,239

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 789 3,239

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（２）【中間連結貸借対照表】
  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,252 19,261

営業未収金及び契約資産 1,506 1,173

繰延及び前払費用 723 493

貯蔵品 1,312 1,121

その他 2,830 1,733

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 20,625 23,783

固定資産   

有形固定資産   

船舶（純額） 15,439 14,314

建物及び構築物（純額） 10,259 10,307

土地 1,133 1,133

信託建物及び信託構築物（純額） 3,300 3,235

信託土地 204 204

建設仮勘定 8,674 9,647

その他（純額） 614 571

有形固定資産合計 39,626 39,414

無形固定資産 130 98

投資その他の資産   

投資有価証券 4,324 4,526

退職給付に係る資産 11 5

その他 1,795 1,787

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 6,122 6,310

固定資産合計 45,879 45,823

資産合計 66,505 69,606
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 1,865 1,728

短期借入金 2,710 2,710

１年内返済予定の長期借入金 ※ 7,682 ※ 3,349

未払法人税等 6 494

契約負債 346 134

賞与引当金 100 103

その他 543 589

流動負債合計 13,254 9,109

固定負債   

長期借入金 ※ 18,281 ※ 22,467

退職給付に係る負債 69 71

受入保証金 1,337 1,369

特別修繕引当金 730 755

その他 1,212 1,217

固定負債合計 21,632 25,882

負債合計 34,887 34,992

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,767 2,767

資本剰余金 11,668 11,674

利益剰余金 16,763 19,742

自己株式 △953 △919

株主資本合計 30,246 33,264

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,385 1,477

繰延ヘッジ損益 △13 △128

その他の包括利益累計額合計 1,371 1,349

純資産合計 31,618 34,614

負債純資産合計 66,505 69,606
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
  （単位：百万円）

    
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,098 3,729

減価償却費 1,564 1,566

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △6 2

賞与引当金の増減額（△は減少） 12 3

特別修繕引当金の増減額（△は減少） △3 24

受取利息及び受取配当金 △200 △214

支払利息 186 192

為替差損益（△は益） △13 29

固定資産売却損益（△は益） △1 △1,020

売上債権の増減額（△は増加） 167 590

契約資産の増減額（△は増加） 4 △257

繰延及び前払費用の増減額（△は増加） 239 281

貯蔵品の増減額（△は増加） 296 191

仕入債務の増減額（△は減少） △604 △141

契約負債の増減額（△は減少） △79 △212

未払費用の増減額（△は減少） 28 △21

未払又は未収消費税等の増減額 32 △35

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △18 32

その他 △412 148

小計 2,291 4,888

利息及び配当金の受取額 189 193

利息の支払額 △178 △193

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,825 849

営業活動によるキャッシュ・フロー 477 5,738

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △1,022 △1,386

固定資産の売却による収入 0 1,054

投資有価証券の取得による支出 － △50

長期貸付けによる支出 △1,108 －

その他 △4 12

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,135 △368

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △180 －

長期借入れによる収入 2,049 5,307

長期借入金の返済による支出 △1,849 △4,973

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △4,442 △283

その他 △4 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,427 47

現金及び現金同等物に係る換算差額 747 △446

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,337 4,970

現金及び現金同等物の期首残高 20,576 13,980

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 15,239 ※ 18,950
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。
 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。
 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。
 

（財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの）

該当事項はありません。
 

（追加情報）

該当事項はありません。
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（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

役員報酬 150百万円 135百万円

給料手当 183 189

賞与引当金繰入額 45 51

退職給付費用 3 19

 

（中間連結貸借対照表関係）

※　財務制限条項

前連結会計年度（2024年３月31日）

当連結会計年度末の借入金の一部には、財務制限条項が付されております。

なお、当連結会計年度末において、財務制限条項に抵触している借入金はありません。
 

当中間連結会計期間（2024年９月30日）

当中間連結会計期間末の借入金の一部には、財務制限条項が付されております。

なお、当中間連結会計期間末において、財務制限条項に抵触している借入金はありませ

ん。
 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係は、下記のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 15,491百万円  19,261百万円  

信託預金 △252  △311  

現金及び現金同等物 15,239  18,950  
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

(1) 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月22日

定時株主総会
普通株式 4,458 178.00 2023年３月31日 2023年６月23日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計

期間末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月10日

取締役会
普通株式 75 3.00 2023年９月30日 2023年12月11日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

(1) 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月21日

定時株主総会
普通株式 283 11.28 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計

期間末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月８日

取締役会
普通株式 150 6.00 2024年９月30日 2024年12月９日 利益剰余金

 

EDINET提出書類

乾汽船株式会社(E04288)

半期報告書

16/23



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

中間連結
損益計算書
計上額
（注２）

 ロジスティクス
不動産
事業

計

 
外航海運
事業

倉庫・運送
事業

売上高       

外部顧客への売上高 10,675 1,973 2,294 14,943 － 14,943

セグメント間の売上高又

は振替高
－ － 14 14 △14 －

計 10,675 1,973 2,309 14,958 △14 14,943

セグメント利益又はセグメ

ント損失（△）
△39 106 1,281 1,347 △495 852

　　（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△495百万円は、各報告セグメントに配分しない全社費用

△495百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

中間連結
損益計算書
計上額
（注２）

 ロジスティクス
不動産
事業

計

 
外航海運
事業

倉庫・運送
事業

売上高       

外部顧客への売上高 12,623 1,910 2,162 16,696 － 16,696

セグメント間の売上高又

は振替高
－ － 15 15 △15 －

計 12,623 1,910 2,178 16,712 △15 16,696

セグメント利益 2,098 148 1,072 3,319 △494 2,824

　　（注）１．セグメント利益の調整額△494百万円は、各報告セグメントに配分しない全社費用△494百万円でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
 

EDINET提出書類

乾汽船株式会社(E04288)

半期報告書

17/23



（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報
 

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計ロジスティクス
不動産事業

外航海運事業 倉庫・運送事業

日本 1,792 1,973 85 3,851

アジア 2,043 － － 2,043

オセアニア 3,844 － － 3,844

欧州 827 － － 827

中東 17 － － 17

北米 2,010 － － 2,010

南米 － － － －

顧客との契約から生じる収益 10,535 1,973 85 12,594

その他の収益 139 － 2,209 2,349

外部顧客への売上高 10,675 1,973 2,294 14,943

（注）地域別売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計ロジスティクス
不動産事業

外航海運事業 倉庫・運送事業

日本 1,069 1,910 95 3,075

アジア 3,700 － － 3,700

オセアニア 4,410 － － 4,410

欧州 2,006 － － 2,006

中東 － － － －

北米 1,336 － － 1,336

南米 99 － － 99

顧客との契約から生じる収益 12,623 1,910 95 14,629

その他の収益 － － 2,067 2,067

外部顧客への売上高 12,623 1,910 2,162 16,696

（注）地域別売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 11円96銭 129円89銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額

（百万円）
299 3,261

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

金額（百万円）
299 3,261

普通株式の期中平均株式数（株） 25,066,789 25,110,919

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
 

（重要な後発事象）

連結子会社（DELICA SHIPPING S.A.）において、2024年10月18日に所有船舶１隻（船名 MV KEN

RYU）の売却及び2024年11月１日に所有船舶２隻（船名 MV KEN MEI、MV KEN TOKU）の売却をそれ

ぞれ決定いたしました。これらにより、当連結会計年度に固定資産売却益として3,137百万円を計

上する見込みです。
 

譲渡資産の種類

ばら積み貨物船

譲渡の理由

船舶ポートフォリオの見直しのため。

譲渡の時期

船舶引渡日 2024年11月～12月

その他

預託金入金を停止条件として社内決議の後、契約を締結し、預託金入金を確認の上、売船を

決定しました。

MV KEN RYU

・社内決議

2024年10月15日

・契約締結

2024年10月16日

・預託金入金確認及び売船決定

2024年10月18日

MV KEN MEI、MV KEN TOKU

・社内決議

2024年10月18日

・契約締結

2024年10月18日

・預託金入金確認及び売船決定

2024年11月１日
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２【その他】

2024年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額…………………………150百万円

（ロ）１株当たりの金額………………………………………６円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………………2024年12月９日

（注）2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主もしくは登録株式質権者に対し、

支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  
 

2024年11月12日

乾汽船株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 菅沼　　淳

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 松原　充哉

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
乾汽船株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年
４月１日から2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結損益計算書、中間連
結包括利益計算書、中間連結貸借対照表、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レ
ビューを行った。
　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、乾汽船株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在
の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を
適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ
ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レ
ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間
連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立
場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー
の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の
期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我
が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信
じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸
表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ
ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた
中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入
手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レ
ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しておりま
す。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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